
島根県事業承継新事業活動等支援事業実施要領 

 

 

 （通 則） 

第１条 島根県事業承継新事業活動等支援補助金交付要綱（以下「要綱」という）に基づく、

島根県事業承継新事業活動等支援補助金（以下「補助金」という。）の円滑かつ適正な運用

にあっては、この要領に定めるところによる。  

 

 （事業区分及び内容） 

第２条 事業区分及び事業内容は別表１のとおりとする。 

 

 （事業の対象経費等） 

第３条 事業の補助対象経費、補助率及び補助対象期間については別表２とし、補助対象経費

の概要を別表３とし、補助限度額は別表４とする。ただし、消費税及び地方消費税は、補助

対象経費から除く。 

 

 （事業の申請） 

第４条 事業を実施しようとする事業者は、事業計画申請書（様式第１号）に関係書類を添

え、要綱第 3 条第 7 号に規定する支援機関を経由して、県が別に定める期日までに、知事へ

申請しなければならない。 

２ 前項の申請に当たって、第三者承継促進事業を申請する場合は、第三者承継見込報告書

（様式第２号）の写しを添付して、知事へ申請しなければならない。 

 

第５条 支援機関は前条の申請書に、事前調査票（様式第３号）を添付して、知事へ提出しな

ければならない。 

２ 支援機関は、浜田市、益田市、大田市、江津市、邑智郡及び鹿足郡に住所又は主たる事業

所若しくは工場を有する事業者に係る申請においては西部県民センター商工観光部に提出す

るとし、それ以外の事業者に係る申請においては商工労働部中小企業課へ提出するものとす

る。 

 

 （事業者の選定） 

第６条 県は、第４条により提出された申請について、別表１の事業区分の①、②、及び⑤は

別に定める審査要領に基づき書面審査を随時実施し、補助対象とする事業者を選定する。 

２ 県は、第４条により提出された申請について、別表１の事業区分③、④及び⑥は必要に応

じて別に定める審査要領に基づき審査委員会（以下「審査委員会」という。）を開催し、補

助対象とする事業者を選定する。 

３ 事業者を選定する審査は別表５の審査基準を総合的に勘案して行うものとする。 

４ 事業者の選定に当たっては、審査委員会の意見を受け、採択の条件を付し、又は申請金額

より減額して採択することができるものとする。 
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④ 実施体制 

（後継候補者等が中心となる実施体制を記載。第三者承継促進事業の場合は島根県

事業引継ぎ支援センターで登録されている民間支援機関を含めた実施体制を記載） 

 

⑤ 申請事業の内容 

（複数の事業区分を申請する場合は、事業区分ごとに記載。時期、委託先等との役

割分担も記載。） 

 

 

⑥ 申請事業の効果 

（取組により目標とする売上の達成といった定量的な効果や市場での優位性の獲得

といった定性的な効果を記載。第三者承継においては、取組により維持される雇

用や地域経済への影響を記載。） 

 

 

⑦ 第三者承継促進事業の場合は、委託先(予定)の登録民間支援機関について記載 

 

・事業者名 

 

・住所 

 

・担当者・担当所属 

 

・電話番号 

 

 

  





１．収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：円）

令和 年度 資金調達の目途

0

２．支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：円）

補助金負担 自己負担

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

（注）１　対象経費は、要綱別表１に掲載している補助対象経費のいずれかを記載すること。 メモ欄
　　　２　補助申請額は対象経費ごとに計算し、端数は切り捨てとしてください。

　　　３　事業を委託する場合は、備考欄に想定している委託先名を記入すること。

　　　４　記入欄が不足する場合は、追加して記載すること。

　　　５　備考欄に書ききれない場合はメモ欄に記載すること。

事業収支予算書

金　額 資金の調達先

自 己 資 金 0 （資金調達の見込みを

記入）借　入　金 0

そ　の　他 0

事業経費の計 0

負担区分
備考

①　事業承継実施事業

事業承継実施事業計

事業区分 補助対象経費 経費内訳、積算明細
事業に要する
経　　費

（消費税込み）
補助対象経費額 補助申請額

②　人材育成事業

人材育成事業計

③　新商品・新サービス開発事業

新商品・新サービス開発事業計

④　販路開拓事業

販路開拓事業計

全体合計



１．収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：円）

令和 年度 資金調達の目途

0

２．支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：円）

補助金負担 自己負担

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

（注）１　対象経費は、要綱別表１に掲載している補助対象経費のいずれかを記載すること。 メモ欄
　　　２　補助申請額は対象経費ごとに計算し、端数は切り捨てとしてください。

　　　３　事業を委託する場合は、備考欄に想定している委託先名を記入すること。

　　　４　記入欄が不足する場合は、追加して記載すること。

　　　５　備考欄に書ききれない場合はメモ欄に記載すること。

負担区分
備考

⑤　第三者承継促進事業

第三者承継促進事業計

事業区分 補助対象経費 経費内訳、積算明細
事業に要する

経　　費
（消費税込み）

補助対象経費額

事業経費の計 0

全体合計

補助申請額

⑥　小規模事業者企業価値
向上事業

小規模事業者企業価値向上事業計

事業収支予算書

金　額 資金の調達先

自 己 資 金 0 （資金調達の見込みを

記入）借　入　金 0

そ　の　他 0
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 様式第６号 

令和  年  月  日 

島根県知事 様 

        

所  在  地 

事 業 者 名 

代 表 者 名          印 

 

Ｍ＆Ａ取組状況報告書 

 

 島根県事業承継新事業活動等支援事業実施要領第９条の規定により、次のとおり報告しま

す。 

 

 取組状況 

 

※該当する

番号に○

を付けて

くださ

い。 

1 候補先企業を探索中である。 

2 候補先企業が見つかり、現在交渉中である。 

3 基本合意契約を締結し、最終合意契約に向け協議中である。 

4 

最終合意契約を締結済みである。 

・譲渡先企業 

（会社名又は名称）                 

（代表者氏名）                   

・M&A後の企業名                    

・最終合意契約書締結日      年  月  日   

5 

Ｍ＆Ａに向けた活動を中断及び中止している。 

（理由） 

 

 

6 

その他（具体的に記入してください。） 

 

 

 

取組状況詳細（取組状況を具体的に記入してください。） 

 

 

登録民間支援機関 確認欄 

 

 

○印    

  

 


